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１ 令和５年度下野市一般会計当初予算概要 

 

令和５年度一般会計当初予算は、「第二次下野市総合計画 後期基本

計画」を軸に、「第二期下野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の達

成に向け、健全財政を堅持しながら、多様化する市民ニーズ、アフター

コロナや原油価格・物価高騰など社会・経済状況の変化など新たな環境

に対応し、これからの下野市がより一層住みよいまちへ発展するよう

「子育て支援」、「安全安心の確保」及び「地域経済の活性化」の施策を

柱とした『未来へつなぐ下野市まちづくり予算』として編成し、前年度

比で１．１％増、予算総額は２６３億５千万円となりました。 

 

総合計画に係る新規・主要事業につきましては、健康・福祉に係る分

野では、子育て世帯の見守り強化、おむつ等購入助成券の交付を行う

「しもつけっ子応援プロジェクト」、民間保育所等のおむつ処分費の一

部補助を行う「民間保育所等おむつ処分補助事業」、面談等で必要な支

援につなぐ体制の充実と経済的支援を一体的に実施する「伴走型相談支

援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業」、教育・文化に係る

分野では、下野薬師寺跡周辺の街なみ環境整備を行う「東の飛鳥プロジ

ェクト整備事業」、南河内東公民館の機械設備の改修工事を行う「南河

内東公民館改修事業」を実施してまいります。 

 

安全・安心に係る分野では、災害発生時の通信手段としてＬＴＥ通信

網を活用する「消防防災用ＩＰ無線機」及び災害情報を地図上で管理し

情報共有するための「災害情報共有システム」の導入、産業振興に係る

分野では、農業研修者を受け入れる農業士等に支援を行う「農業研修者

受入支援事業」、更なる産業活性化、雇用促進を図るための新たな産業

団地整備に向けた「工場適地調査」を実施してまいります。 

 

また、インフラ整備に係る分野では、民間事業主体への具体的アプロ

ーチ、及び事業フレームを検討する「都市核形成、石橋・小金井駅周辺

整備事業化検討業務」、地方創生に係る分野では、東京圏からの移住促

進を図る「移住支援事業」を継続して実施してまいります。 
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自治体ＤＸにつきましても、令和４年度に導入しました「しもつけオ

ンラインサービス」などを継続しつつ、新たな取組を実施してまいりま

す。 

 

普通建設事業費の主なものとしては、継続事業である「しもつけ産業

団地整備 推進事 業 （２億８ ，１５ ９ 万円）」、「ス マー トＩＣ整 備事業

（１億９，８９０万円）」、財政的に有利な地方債を活用し、１・２級幹

線道路の舗装修繕工事を行う「市道大規模修繕事業（２億９，６００万

円）」などが挙げられ、歳出に占める普通建設事業費の割合は８．２％

となりました。 

 

原油価格高騰に伴う燃料費及び光熱水費の影響については、燃料費が

前年度比５３８万７千円増の３，８１４万８千円、光熱水費が前年度比

１億６，６６３万７千円増の４億８３８万６千円、合計が前年度比１億

７，２０２万４千円、６２．７％増の４億４，６５３万４千円となりま

した。 

 

歳入の根幹をなす市税について、市民税では、コロナ禍からの回復傾

向が見られるとして増収を見込み、前年度比２億３，７７０万円増の４

５億９７０万円、固定資産税は、家屋に係る新増築及び償却資産に係る

設備投資の増収を見込み、前年度比３，３００万円増の４０億４，１０

０万円、市税全体で、前年度比２億７，７３０万円増の９５億１，６７

０万円を見込みました。 

 

普通建設事業の財源には、公共事業等債（２億６，５３０万円）や緊

急防災・減災事業債（１億２，９００万円）などの財政的に有利な地方

債を活用するとともに、財政調整基金や減債基金、公共施設整備基金の

ほか、地域振興基金についても効果的、かつ、積極的に活用し、総合計

画の実現を図ってまいります。 
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予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 市 税 9,516,700 36.1 9,239,400 35.5 277,300 3.0

2 地 方 譲 与 税 226,431 0.9 226,276 0.9 155 0.1

地方揮発油譲与税 50,000 0.2 54,220 0.2 ▲ 4,220 ▲ 7.8

自動車重量譲与税 170,000 0.7 165,000 0.7 5,000 3.0

森林環境譲与税 6,431 0.0 7,056 0.0 ▲ 625 ▲ 8.9

3 利 子 割 交 付 金 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 85,000 0.3 28,000 0.1 57,000 203.6

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 60,000 0.2 80,000 0.3 ▲ 20,000 ▲ 25.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 100,000 0.4 40,000 0.1 60,000 150.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,520,000 5.8 1,250,000 4.8 270,000 21.6

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 450 0.0 400 0.0 50 12.5

9 環 境 性 能 割 交 付 金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

10
国 有 提 供 施 設 等 所 在

市 町 村 助 成 交 付 金
30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

11 地 方 特 例 交 付 金 60,000 0.2 40,000 0.2 20,000 50.0

12 地 方 交 付 税 4,000,000 15.2 3,720,000 14.3 280,000 7.5

普通交付税 3,600,000 13.7 3,320,000 12.7 280,000 8.4

特別交付税 400,000 1.5 400,000 1.6 0 0.0

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,000 0.0 7,500 0.0 ▲ 500 ▲ 6.7

14 分 担 金 及 び 負 担 金 137,158 0.5 156,904 0.6 ▲ 19,746 ▲ 12.6

15 使 用 料 及 び 手 数 料 203,470 0.8 202,104 0.8 1,366 0.7

16 国 庫 支 出 金 3,412,300 13.0 3,859,819 14.8 ▲ 447,519 ▲ 11.6

17 県 支 出 金 1,818,136 6.9 1,833,001 7.0 ▲ 14,865 ▲ 0.8

18 財 産 収 入 54,286 0.2 57,607 0.2 ▲ 3,321 ▲ 5.8

19 寄 附 金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

20 繰 入 金 3,065,952 11.6 3,124,790 12.0 ▲ 58,838 ▲ 1.9

21 繰 越 金 500,000 1.9 500,000 1.9 0 0.0

22 諸 収 入 602,914 2.3 608,396 2.3 ▲ 5,482 ▲ 0.9

23 市 債 927,200 3.5 1,032,800 4.0 ▲ 105,600 ▲ 10.2

　　○臨時財政対策債 140,000 0.5 350,000 1.3 ▲ 210,000 ▲ 60.0

　　○公共事業等債 265,300 1.0 510,700 2.0 ▲ 245,400 ▲ 48.1

　　○学校教育施設等整備事業債 27,700 0.1 55,900 0.2 ▲ 28,200 ▲ 50.4

　　○地域活性化事業債 86,900 0.3 0 0.0 86,900 皆増

　　○緊急防災・減災事業債 129,000 0.5 47,200 0.2 81,800 173.3

　　○緊急自然災害防止対策事業債 278,300 1.1 69,000 0.3 209,300 303.3

26,350,000 100.0 26,060,000 100.0 290,000 1.1

対前年比
年　度　　

　　款　別

歳 入 合 計

（単位：千円・％）

２ 一般会計歳入歳出款別予算案
（ 歳  入 ）

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
比較増減
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予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

1 議 会 費 197,688 0.8 194,033 0.7 3,655 1.9

2 総 務 費 2,634,017 10.0 2,527,111 9.7 106,906 4.2

3 民 生 費 9,197,637 34.9 9,391,780 36.0 ▲ 194,143 ▲ 2.1

4 衛 生 費 2,441,681 9.3 1,918,783 7.4 522,898 27.3

5 労 働 費 2,169 0.0 2,169 0.0 0 0.0

6 農 林 水 産 業 費 549,241 2.1 593,878 2.3 ▲ 44,637 ▲ 7.5

7 商 工 費 1,317,789 5.0 1,175,573 4.5 142,216 12.1

8 土 木 費 3,240,644 12.3 2,802,415 10.8 438,229 15.6

9 消 防 費 1,116,481 4.2 1,090,283 4.2 26,198 2.4

10 教 育 費 2,531,589 9.6 3,165,975 12.1 ▲ 634,386 ▲ 20.0

11 災 害 復 旧 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

12 公 債 費 3,091,062 11.7 3,167,998 12.2 ▲ 76,936 ▲ 2.4

13 諸 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

26,350,000 100.0 26,060,000 100.0 290,000 1.1

年　度　　

　　款　別

歳 出 合 計

（ 歳  出 ）
（単位：千円・％）

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

比較増減 対前年比
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予　算　額 構　成　比 予　算　額 構　成　比

１ 人 件 費 4,210,307 16.0 4,191,457 16.1 18,850 0.4

２ 物 件 費 4,297,144 16.3 4,197,456 16.1 99,688 2.4

３ 維 持 補 修 費 58,822 0.2 68,473 0.3 ▲ 9,651 ▲ 14.1

４ 扶 助 費 5,457,776 20.7 5,639,192 21.5 ▲ 181,416 ▲ 3.2

５ 補 助 費 等 4,761,464 18.1 4,346,480 16.7 414,984 9.5

６ 普通建設事業費 2,163,050 8.2 2,311,405 8.9 ▲ 148,355 ▲ 6.4

７ 災害復旧事業費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８ 公 債 費 3,091,042 11.7 3,167,978 12.2 ▲ 76,936 ▲ 2.4

９ 積 立 金 50,686 0.2 52,467 0.2 ▲ 1,781 ▲ 3.4

10 貸 付 金 527,710 2.0 522,860 2.0 4,850 0.9

11 繰 出 金 1,701,998 6.5 1,532,231 5.9 169,767 11.1

12 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

26,350,000 100.0 26,060,000 100.0 290,000 1.1

消費的経費
１+2+3+4+5

18,785,513 18,443,058 342,455 1.9

義務的経費
１+4+8

12,759,125 48.4 12,998,627 49.8 ▲ 239,502 ▲ 1.8

投資的経費
6+7

2,163,051 8.2 2,311,406 8.9 ▲ 148,355 ▲ 6.4

その他の経費
2+3+5+9+10+11+12

11,427,824 43.4 10,749,967 41.3 677,857 6.3

合 計

（単位：千円・％）

３　一般会計性質別対前年度増減比較表

年　　度 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
比 較 増 減 対 前 年 比

　性　質　別
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(単位：千円)

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 末

現　　　在　　　高 現 在 高 見 込 額 起債発行見込額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

一 般 会 計 28,740,832 26,833,418 927,200 3,033,349 24,727,269

仁 良 川 地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計 155,567 165,367 22,500 18,168 169,699

水 道 事 業 会 計 2,107,958 2,048,058 150,000 187,987 2,010,071

下 水 道 事 業 会 計 7,577,056 7,229,083 471,500 625,802 7,074,781

合 計 38,581,413 36,275,926 1,571,200 3,865,306 33,981,820

令　和　５　年　度　増　減　見　込　額

区　　          　　分

４ 地方債の状況
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５ 基金の状況
（単位：千円）

増 減

2,229,914 1,609,284 4,289 800,000 813,573

2,609,810 1,600,108 3,471 1,092,000 511,579

464,087 461,114 1,000 21,308 440,806

874,174 766,079 1,660 105,000 662,739

447,905 447,905 971 971 447,905

206,735 207,186 449 207,635

1,501,536 1,367,810 2,964 132,000 1,238,774

2,057,228 2,675,753 5,871 901,000 1,780,624

103,392 97,972 25,939 3,000 120,911

6,198 6,213 14 713 5,514

13,510 20,540 4,014 24,554

34,031 20,335 44 9,955 10,424

684,291 685,783 1,486 687,269

3,000 3,000 3,000

1,026,005 1,309,819 40 1 1,309,858

10,000 10,000 10,000

721,535 771,572 22 17,622 753,972

12,993,351 12,060,473 52,234 3,083,570 9,029,137

介 護 給 付 費 準 備 基 金

合 計

基 金 名
令和３年度末
現　　在　　高

一般旅券印紙等購買基金

国民健康保険財政調整基金

高額療養費資金貸付基金

令和４年度末
現在高見込額

令和５年度中増減見込額 令和５年度末
現在高見込額

土 地 開 発 基 金 （ 現 金 ）

減 債 基 金

地 域 づ く り 事 業 推 進 基 金

庁 舎 等 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

保 健 福 祉 施 設 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

道 の 駅 し も つ け 基 金

グ リ ー ン 保 存 育 成 基 金

森 林 環 境 整 備 促 進 基 金

新型コロナウイルス感染症対
策資金借入金利子補給基金

財 政 調 整 基 金
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６ 全会計予算額

計 42,855,332 42,149,542 705,790 1.7

3.0

7 水道事業会計 1,821,637 1,748,749 72,888 4.2

8 下水道事業会計 3,580,334 3,477,484 102,850

3.7

5 石橋駅周辺土地区画整理事業特別会計 134,539 3,309 131,230 3,965.9

6 仁良川地区土地区画整理事業特別会計 412,646 397,883 14,763

0.5

3 後期高齢者医療特別会計 752,612 708,151 44,461 6.3

4 介護保険特別会計 4,564,105 4,539,284 24,821

0.5

1 一般会計 26,350,000 26,060,000 290,000 1.1

2 国民健康保険特別会計 5,239,459 5,214,682 24,777

（単位：千円・％）

会計名 R5予算額 R4予算額 増減 伸び率
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第二次下野市総合計画実施計画

◆将来像「ともに築き　未来へつなぐ　幸せ実感都市」実現のための６つの目標

目標１：大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり

（主な事業）

こども医療費助成事業

千円

〇 がん対策事業
142,844 千円 ★

⇒ がんの早期発見、早期治療を目的とした、各種がん検診の実施

〇 健康しもつけ21プラン策定事業
3,598 千円

⇒ 第4次市健康増進計画（2024～2035年の12か年計画）の策定事業

〇 生活保護費
684,339 千円

⇒ 生活保護費の支給

〇 教育・保育施設型委託事業
1,768,275 千円

⇒ 私立教育・保育施設への委託

⇒ 要保護児童対策地域協議会、子ども家庭総合支援拠点による児童虐待防止の推進

〇 児童家庭相談事業費 5,702

〇 保育対策総合支援事業
14,229 千円

⇒ 保育体制強化、保育人材の確保等への支援

〇 育児ママ・パパリフレッシュ事業
2,040 千円 ★

⇒ 乳幼児の一時預かりへの支援

〇 病児・病後児保育事業
99,490 千円 ★

⇒ 病児・病後児等の一時預かりへの支援

〇 安否確認システム貸与事業
3,622 千円

⇒ ひとり暮らし高齢者等への安否確認付き緊急通報システム機器の貸与

〇 障がい児通所支援給付事業
342,859 千円

⇒ 障がい児等の通所支援サービスへの給付

〇 障がい者自立支援給付事業
1,129,995 千円

⇒ 障がい者・難病患者等の介護サービス等への給付

⇒ 18歳までの児童への医療費助成

〇
238,014 千円

〇 重度心身障がい者医療費助成事業
68,952 千円

⇒ 重度心身障がい者への医療費助成

〇 生活困窮者自立相談支援事業
11,862 千円

⇒ 生活困窮者の自立に向けた相談等の支援

人や国の
不平等を
なくそう

住み続け
られるま
ちづくり
を

つくる責
任つかう
責任

気候変動
に具体的
な対策を

海の豊か
さを守ろ
う

陸の豊か
さも守ろ
う

平和と公
正をすべ
ての人に

パート
ナーシッ
プで目標
を実現し
よう

貧困をな
くそう

飢餓をゼ
ロに

すべての
人に健康
と福祉を

質の高い
教育をみ
んなに

ジェン
ダー平等
を実現し
よう

安全な水
とトイレ
を世界中
に

エネル
ギーをみ
んなにそ
してク
リーンに

働きがい
も経済成
長も

産業と技
術革新の
基盤をつ
くろう

（★印＝重点プロジェクト事業）

ＳＤＧｓの17のゴールに向けた事業
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千円

千円

しもつけっ子応援プロジェクト

目標２：文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづくり

（主な事業）

千円

〇 運動場改修事業
10,560 千円

⇒ 運動場の改修

〇 体育施設改修事業
44,018 千円

⇒ 体育館等の改修

〇 体育施設管理事業
175,682 千円

⇒ 体育館、運動場、武道館、弓道場、プール、スポーツ交流館の管理

⇒ スポーツ活動・総合型地域スポーツクラブ活動の支援、生涯スポーツの振興、市民体育祭の開催

〇 スポーツ振興事業 16,546
★

〇 保健体育総務事務費
11,952 千円

⇒ スポーツ振興行政の事務経費

〇 南河内東公民館改修事業
98,186 千円

⇒ 南河内東公民館の機械設備の改修工事

〇 東の飛鳥プロジェクト整備事業
12,096 千円 ★

⇒ 下野薬師寺跡周辺の街なみ環境整備

〇 東の飛鳥プロジェクト推進事業
12,150 千円 ★

⇒ 東の飛鳥による歴史文化を活用したまちづくり・PRの実施

〇 下野薬師寺跡整備事業
28,575 千円

⇒ 下野薬師寺跡第３期整備の実施、史跡整備のための公有化

〇 小中学校コンピュータ管理事業
105,271 千円

⇒ 小・中・義務教育学校の情報機器整備

〇 学校教育サポート事業
26,441 千円

⇒ 学校教育での諸問題解決のための相談員等の配置

〇 児童生徒英語教育推進事業 
50,815 千円

⇒ 外国語指導助手の配置

⇒
〇 教育情報ネットワーク活用事業

42,189
小・中・義務教育学校と教育委員会を結ぶ教育情報ネットワーク

千円

〇 スクールアシスタント配置事業
78,703 千円

⇒ 小・中・義務教育学校へのスクールアシスタント等の配置

〇 奨学金貸付事業
24,950 千円

⇒ 就学困難な高校・大学生等に無利子奨学金による経済的支援

(新) 保育園共通事業 （新規事業：民間保育所等おむつ処分補助事業）
2,560 千円

⇒ 民間保育所等のおむつ処分費の一部補助

⇒ 子育て世帯の見守りの強化、おむつ等購入助成券の交付

(新)
19,590 千円

⇒ 定期接種の実施、任意予防接種の一部助成、健康被害時の医療費等助成

〇 予防接種事業 217,419

〇 心の健康づくり自殺対策事業
626 千円 ★

⇒ いのち支える市自殺対策計画に基づく事業の推進と地域支援体制づくり

〇 子育て世代包括支援センター事業
5,467 千円

⇒ 妊娠から子育て期の切れ目のない相談に応じ、きめ細かい支援の実施

⇒
〇 母子保健事業

45,568
母子手帳の交付及び妊産婦健康診査・新生児聴覚検査の実施

千円

⇒ 健康づくり習慣の定着のための各種健康教育や健康マイレージ事業の実施

〇 健康増進事業 5,697

(新) 伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業
57,529 千円

⇒ 面談等で必要な支援につなぐ体制の充実と経済的支援を一体的に実施
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目標３：豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・安心なまちづくり

（主な事業）

目標４：地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり

（主な事業）

(新) 里山林危険木伐採支援事業
2,000 千円

⇒ 里山管理の維持保全の支援

(新) 担い手支援事業　（新規事業：農業研修者受入支援事業）
20,570 千円 ★

⇒ 経営改善担い手農家の農業機械導入等への支援、経営継承への支援

〇 天平の丘公園周辺施設整備事業
139,498 千円

⇒ 西駐車場、秋山亭西側トイレ改修工事など

〇 観光プロモーション事業
67,263 千円 ★

⇒ 市観光協会事業等補助、観光ＰＲ事業

〇 しもつけ産業団地整備推進事業
281,590 千円 ★

⇒ 雨水排水施設整備、配水管布設工事負担金

〇 制度融資事業
531,051 千円 ★

⇒ 制度融資の利用促進、中小企業制度融資保証料補助など

(新) 商工業振興事業　（新規事業：工場適地調査）
99,432 千円 ★

⇒ 工場誘致奨励金、まちなか商店リフォーム補助金など

〇 水田貯留機能向上活動支援事業
3,058 千円

⇒ 環境保全会への田んぼダム対応負担金

(新) 消防防災施設管理事業（新規事業：災害情報共有システム）
37,234 千円 ★

⇒ 消火栓・防災カメラ・屋外拡声器等の維持管理

〇 消防ポンプ自動車整備事業
22,808 千円

⇒ 消防ポンプ自動車の整備

(新) 非常備消防事務費　（新規事業：消防防災用IP無線機購入）
58,295 千円

⇒ 消防団の運営

〇 石橋地区消防組合負担金
923,676 千円

⇒ 石橋地区消防組合の運営負担金

〇 公園施設長寿命化対策事業
53,526 千円

⇒ 公園施設の計画的な維持管理

〇 河川管理事業
11,142 千円

⇒ サイクリングロード・河川公園等の維持管理

〇 小山広域保健衛生組合負担金
1,005,849 千円

⇒ 小山広域保健衛生組合の運営負担金

〇 一般廃棄物収集運搬委託事業
315,922 千円

⇒ 一般廃棄物収集運搬業務

〇 ごみ減量化事業
3,708 千円

⇒ ごみ減量化コンテスト、資源回収報奨金の交付

〇 環境基本計画推進事業
182 千円 ★

⇒ 環境フェアの開催

〇 地球温暖化対策事業
7,050 千円

⇒ 住宅用太陽光電気システム等設置費補助・電気自動車等購入費補助

〇 消費者行政事業
6,262 千円

⇒ 消費者まつり、消費生活センター運営

〇 防犯灯推進管理事業
21,479 千円

⇒ 防犯灯の維持管理

〇 交通指導員配置事業
24,217 千円

⇒ 交通指導員・交通教育指導員の配置

(新) 駐輪場改修事業
57,000 千円

⇒ 石橋駅駐輪場の改修

〇 市内公共交通運行事業
40,727 千円

⇒ デマンド交通運行管理、広域連携バス運行への補助
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目標５：快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつくるまちづくり

（主な事業）

目標６：市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり

（主な事業）

〇 男女共同参画推進事業
1,431 千円 ★

⇒ 情報紙「シェアリング」発行、男女共同参画つどいの開催

〇 人権対策推進事業
895 千円 ★

⇒ 人権教育・啓発の推進

〇 社会保障・税番号制度個人番号カード交付事業
29,491 千円

⇒ マイナンバーカード取得促進

〇 市民活動支援事業
3,104 千円 ★

⇒ 市民活動補助事業

〇 自治基本条例推進事業
983 千円 ★

⇒ 自治基本条例推進、自治基本条例検証

〇 市民活動センター管理運営事業
13,994 千円 ★

⇒ 市民活動センター管理運営

〇 国際交流事業
10,849 千円

⇒ 国際交流員の配置、多文化共生の啓発、姉妹都市相互派遣交流

〇 親善友好都市交流事業
1,783 千円

⇒ 国内交流（香川県高松市、岐阜県本巣市）

〇 コミュニティセンター指定管理者施設管理運営費
20,620 千円

⇒ 地域のコミュニティ推進協議会への指定管理業務委託

〇 情報ネットワーク管理事業　ほか
307,728 千円 ★

⇒ 行政運営の効率化を図るためのシステム整備及び維持管理

〇 公共施設マネジメント推進事業
1,487 千円 ★

⇒ 総合管理計画、個別施設計画の進捗管理及び公共施設の最適化

〇 移住支援事業
17,949 千円

⇒ 移住支援事業等補助、東京圏での移住イベントへの出展、セミナー開催

〇 下水道事業会計負担金
871,100 千円

⇒ 下水道事業会計への負担金

〇 仁良川地区土地区画整理事業
338,601 千円 ★

⇒ 仁良川地区土地区画整理事業特別会計への繰出金

〇 石橋駅周辺土地区画整理事業
134,534 千円 ★

⇒ 石橋駅周辺土地区画整理事業特別会計への繰出金

〇 空き家バンク事業
2,204 千円

⇒ 既存住宅現況調査・空き家バンクリフォーム補助など

〇 定住希望者住宅取得支援事業
10,512 千円

⇒ 東京圏からの市内定住希望者の住宅取得等への支援

〇 都市計画総務事務費
30,345 千円

⇒ 都市核形成、石橋・小金井駅周辺整備事業化検討業務

〇 スマートＩＣ整備事業
198,900 千円 ★

⇒ スマートＩＣ北側進入路築造工事、ネクスコ東日本への整備負担金

〇 自治医大駅周辺整備事業
48,461 千円

⇒ 駅西口公衆用トイレ及び駐輪場整備工事

〇 道路構造物長寿命化事業
95,500 千円

⇒ 市道の橋梁・アンダーパス等の点検及び修繕

〇 通学路安全施設整備事業
3,800 千円

⇒ 通学路上におけるグリーンベルト設置

〇 市道大規模修繕事業
296,000 千円

⇒ 1・2級幹線道路の舗装修繕工事

〇 市道維持管理事業
316,109 千円

⇒ 市道・駅前広場・街路樹等の維持管理、市道修繕工事

〇 地籍調査事業
23,045 千円

⇒ 下坪山Ⅲ地区（新規地区）、下坪山Ⅱ地区（継続地区）
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しもつけ重点プロジェクト事業一覧 総事業費： 2,570,273千円

①「人いきいき」　～“市民の幸せを高める幸せ実感都市”の実現～ 事業費： 775,777千円

事業費
(単位：千円)

がん対策事業 142,844 健康増進課

心の健康づくり自殺対策事業 626 健康増進課

計 143,470

児童福祉総務費（子育て世帯外出支援事業） 83 こども福祉課

子ども・子育て支援事業 3,446 こども福祉課

病児・病後児保育事業 99,490 こども福祉課

生後４か月までの全戸訪問事業 3,283 こども福祉課

育児ママ・パパリフレッシュ事業 2,040 こども福祉課

養育支援訪問事業 1,510 こども福祉課

子育て短期支援事業 547 こども福祉課

教育・保育施設等利用者支援事業 428 こども福祉課

民間育児サービス対策事業 255 こども福祉課

ファミリー・サポート・センター事業 4,884 こども福祉課

保育園共通事業 154,124 こども福祉課

特別保育補助事業（子ども子育て支援交付金） 82,734 こども福祉課

特別保育補助事業（県補助事業） 35,640 こども福祉課

特別保育補助事業（市単独補助） 27,994 こども福祉課

吉田保育園事業 0 こども福祉課

グリム保育園事業 24,306 こども福祉課

しば保育園事業 13,248 こども福祉課

子育てのための施設等利用給付事業 11,790 こども福祉課

学童保育事業所運営費補助金交付事業 50,318 こども福祉課

南河内小中学校学童保育事業 1,024 こども福祉課

計 517,144

こばと園事業 23,093 社会福祉課

こども通園センターけやき運営事業 12,342 社会福祉課

計 35,435

小中一貫教育の推進 小中一貫教育推進事業 209 学校教育課

情報教育の推進 教育情報ネットワーク活用事業 42,189 教育総務課

社会教育総務事務費 2,299 生涯学習文化課

生涯学習推進事業 126 生涯学習文化課

計 2,425

ライフステージに応じたスポーツ教室等の充実 スポーツ振興事業 16,546 スポーツ振興課

各種文化団体活動支援 文化振興事業 6,209 生涯学習文化課

東の飛鳥プロジェクトによる文化財の総合的な活用 東の飛鳥プロジェクト推進事業 12,150 文化財課

775,777

（第二次下野市総合計画後期基本計画に定める重点的・戦略的に取り組むべき施策・事業）

重点的な取組 事業名 担当課

がん・結核・自殺予防対策の推進

地域子ども・子育て支援

障がい者(児)施設整備の推進

生涯学習の推進

小　　　　　　　　　　　　　計
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②「街いきいき」　～“人・自然・文化を活かした交流するまち”の実現～ 事業費： 1,366,882千円

事業費
(単位：千円)

消防防災施設管理事業 37,234 安全安心課

消防防災施設改修事業 6,701 安全安心課

計 43,935

担い手支援事業 20,570 農政課

新規就農総合支援事業 32,550 農政課

計 53,120

商店街賑わいの再生 商工会支援 64,816 商工観光課

企業誘致の推進 商工業振興事業 99,432 商工観光課

市道８３７０号線整備事業 29,480 建設課

しもつけ産業団地整備推進事業 281,590 商工観光課

計 311,070

観光プロモーションの推進 観光プロモーション事業 67,263 商工観光課

土地区画整理総務事務費 223 区画整理課

石橋駅周辺土地区画整理事業（特別会計） 134,438 区画整理課

仁良川地区土地区画整理事業（特別会計） 393,685 区画整理課

計 528,346

スマートＩＣ整備の推進 スマートＩＣ整備事業 198,900 建設課

1,366,882

③「暮らしいきいき」　～“市民と市が協働で目的を達成するまち”の実現～ 事業費： 427,614千円

事業費
(単位：千円)

市道２－１号線整備事業 56,750 建設課

市道２－１０号線整備事業 9,878 建設課

市道２－２９号線整備事業 18,182 建設課

計 84,810

防災・減災意識の推進 自主防災組織活動補助金交付事業 1,590 安全安心課

下野市環境基本計画の推進 環境基本計画推進事業 182 環境課

自治基本条例推進事業 983 市民協働推進課

市民活動支援事業 3,104 市民協働推進課

市民活動センター管理運営事業 13,994 市民協働推進課

自治功労者表彰事業 838 総合政策課

計 18,919

人権対策推進費 895 市民協働推進課

人権擁護委員事業 425 市民協働推進課

人権教育事業 522 生涯学習文化課

計 1,842

男女共同参画の推進 男女共同参画推進事業 1,431 市民協働推進課

公共施設マネジメント推進事業 1,487 総合政策課

公共施設等公民連携推進事業 9,625 総合政策課

計 11,112

ＩＣＴ等の活用 情報ネットワーク管理事業　ほか 307,728 総合政策課

427,614

2,570,273

重点的な取組 事業名 担当課

防災・減災施設整備の推進

担い手への農地集積・集約の推進

産業団地整備の推進

土地区画整理事業の推進

小　　　　　　　　　　　　　計

重点的な取組 事業名

合　　　　　　　　　　　　　計

担当課

通学路安全対策の推進

協働のまちづくりの推進

人権意識高揚に係る啓発の推進

公共施設マネジメントの推進

小　　　　　　　　　　　　　計
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下野市における自治体ＤＸ推進事業一覧

基本方針１：利便性の高い市民サービスの実現

（主な事業・取組）

しもつけオンラインサービス

⇒ 各種申請をオンラインで行うことができるシステム

かんたん窓口システム

マイナポイント普及啓発への取組

⇒ ＨＰ・広報紙での定期的な周知、リーフレットの配布

社会保障・税番号制度個人番号カード交付事業

⇒

基本方針２　　デジタル技術を活用した行政事務の効率化

（主な事業・取組）

⇒

⇒

⇒

基本方針３　　安全な行政運営のためのセキュリティ対策の徹底

（主な事業）

基本方針４　　誰もがデジタル社会の恩恵を享受できる環境の整備

（主な事業）

⇒

⇒

総事業費： 65,079 千円

事業費：

6,828事業費：

877事業費：

千円

千円

千円

千円

38,541事業費：

18,833

⇒
学童保育室の入退室管理及びアプリを介した保護者と施設間の情報共有（欠席・遅
刻・早退などの連絡、施設からの情報発信など）に活用できるシステム

(新) 公民館Wi-Fi環境整備
637

〇 情報化投資等アドバイザ業務

4,912

土地台帳の電子データ化および登記異動情報（土地・家屋）の履歴管理がで
きるシステム

〇 テレワーク推進のための環境整備
－

(新) Web給与支給票サービス（PayBrowser）
377

(新)

千円
公民館に設置されている公共施設Wi-Fiの強化

〇 生涯学習事業の活用
240 千円

パソコン教室やスマートフォンを使った講座の開催

千円
⇒

効率的・効果的な情報システムの運用を実現するため、情報システム調達等
案件の精査を実施

〇 情報セキュリティ内部監査支援業務

1,916 千円
⇒

情報セキュリティポリシーに照らして、監査対象の情報セキュリティ上の問
題点を検出する内部監査の実施

千円
「下野市職員のテレワーク実施要領」策定

〇 学童保育入退室管理システム

2,467 千円

〇 土地・家屋台帳履歴管理システム

594 千円
⇒

(新) 工事監督用タブレット導入
920 千円

外部持出し可能な工事監督業務に使用するタブレット

千円
給与支給票をWEBで確認できるようにするシステム

(新) 会議ペーパーレスシステム整備

1,344 千円
⇒

市議会本会議・常任委員会及び庁議等内部の会議に使用するタブレットの導
入

障がい福祉業務総合支援ソフト　オクトパス５

792 千円
⇒

国保連から送信される事業所の請求データを取り込み、市で行う請求審査・
集計業務をサポートするシステム

(新) 災害情報共有システム

3,630 千円
⇒

被害報告や避難所管理、災害情報マップ表示等、災害時の対応に係るサポー
トを行うことができるシステム

(新) 自治体情報標準化共通化委託業務

11,176 千円
⇒

令和７年度末の標準準拠システムへの移行に向けた移行計画策定・文字同定
作業

〇
－ 千円

〇
29,491 千円

マイナンバーカード申請サポートのためのブース設置

〇
2,640 千円

〇
3,943 千円

⇒
窓口での申請書記入や職員のシステム入力作業を軽減し、手続きを簡素化す
るシステム
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令和５年度起債事業

【公共事業等債】

千円 （起債総額： 千円）

【学校教育施設等整備事業債】

千円 （起債総額： 千円）

【地域活性化事業債】

千円 （起債総額： 千円）

【緊急防災・減災事業債】

千円 （起債総額： 千円）

【緊急自然災害防止対策事業債】

千円 （起債総額： 千円）

57,000 千円

事業費

13,600 千円

130,460 千円

5

6

10,000 千円

76,000 千円

17,307 千円

1 コミュニティセンター修繕事業

3 南河内東公民館改修工事（LED） 32,358 千円

（

（

12,200

64,500

4,500

30,700

（

（

（

千円

（

（

（

（

（

（

千円

198,900

（充当額）

事業費総額：

1

2

3

4

59,100 千円）

3,200

千円）

千円）

千円）

千円）

25,600 千円）（

千円

7,205 千円

56,750 千円

18,182 千円

24,680

（ 22,700 千円）

（ 65,800

千円）

千円）

7,300 千円）

4,700 千円）

20,200 千円）

（

1 消防ポンプ車整備事業

2 南河内東公民館改修工事（空調） 65,828 千円

南河内東体育館屋根改修工事

22,768 千円

No. 事業名

No. 事業名

13 公園施設長寿命化対策事業

市道2-1号線整備事業

市道2-29号線整備事業

市道2420号線外1路線整備事業

自治医大駅周辺整備事業

7

8

No. 事業名

事業費総額：

事業費総額：

スマートＩＣ整備事業

下野薬師寺いにしえの道整備事業

駐輪場改修事業

県営ほ場整備事業

天平の丘公園周辺施設整備事業

市道大規模修繕事業

道路構造物長寿命化事業

市道1-3号線整備事業

（ 278,300 千円）

40,590 千円 （

（充当額）

40,500

事業費 （充当額）

4,422

129,000

千円）南河内第二中学校トイレ改修事業 92,460 千円 （ 27,700

96,697

59,917 千円 （ 53,900

事業費

1 市道大規模修繕事業

事業費総額： 286,000 278,300

事業費No. 事業名

286,000 千円

3

710,641 265,300

92,460 27,700

千円）

52,096 千円 （ 19,800

2 きらら館改修事業

No. 事業名

事業費総額：

1

（充当額）

千円）

9

10

11

12

86,900

48,461

4,500 千円）

9,000 千円）

千円）

事業費 （充当額）

129,186

29,100 千円）

千円 （ 3,900 千円）
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Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

27,200 27,010 28,610 26,060 26,350

27,545 27,896 28,741 (26,833) (24,727)

3,964 4,748 4,840 (3,209) (1,325)

1.8 1.6 2.1 (3.4) (3.8)
※市債残高と基金残高は、各年度末残高額（R4.R5は見込額）

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

87.6 85.1 84.5 (85.6) (86.9)

② ① ② - -

50.1 43.6 43.7 53.3 49.0

40.2 33.9 44.0 49.8 48.4

1.8 1.6 2.1 (3.4) (3.8)

① ① ③ - -

- - - - -

① ① ③ - -

※将来負担比率について、マイナスの場合は「－」で表記。

(県内14市中の順位）

※Ｒ4.5年度は見込み数値で（　）で表記。

将 来 負 担 比 率

（単位：％、百万円)

決算 当初予算

経 常 収 支 比 率

(県内14市中の順位）

自 主 財 源 比 率

義 務 的 経 費 比 率

実 質 公 債 費 比 率

(県内14市中の順位）

　○ 財政指標の推移

（単位：百万円・％）

一般会計当初予算額

市債残高

財政調整的基金残高

実質公債費比率

※表中の（　）は見込の数値を表す。

各種指標の推移　（５年間）

   ○ 一般会計当初予算規模、市債残高、基金、実質公債費比率

0

20

40

60

80

100

R1 R2 R3 R4 R5

％

経常収支比率

自主財源比率

義務的経費比率

実質公債費比率

0.0

5.0

10.0

15.0

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

％百万円

一般会計当初予算の総額

市債残高 (臨財債を除く）

臨時財政対策債残高

財政調整（的）基金合計残高

実質公債費比率
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伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業団地整備推進事業 

 

 

 

 


